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(1) 

第 76回税理士試験 財務諸表論 

第一問解答 
 問１ 

⑴ ➋      

a 会計基準    

⑵ 各➋    

b ア c ウ d カ  

⑶ ➋ 

ウ 

 

 問２ 

⑴ ➌      

a 時間価値    

⑵ ➎      

成果の不確定な事業用資産の減損の測定は，将来キャッシュ・フローの見積りに大きく依存するため，主観的にならざるを得ない。したがって， 

減損の存在が相当程度確実な場合に限って減損損失を認識することが適当であるため，割引前将来キャッシュ・フローの総額を用いる。 

 

⑶ ➐      

 （ア）については，減損損失が過大に計上されるため当期の利益は過小となるが，（イ）については，減損処理後の帳簿価額が過小となり，翌期以降 

の減価償却費も過小となるため，利益は過大となる。なお，（ウ）については，減損処理が将来に損失を繰り延べないために行う処理であるに過ぎない 

ため，支出額を費用認識する期間帰属に相違があるものの費用の累計額は同額である。よって適切に見積もった場合と比べて影響は及ばない。 
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(2) 

第 76回税理士試験 財務諸表論 

第二問解答 
 問１ 

⑴ 各➋    

a キ ｂ イ ｃ カ  

⑵ ➌     

 従業員に付与されたストック・オプションを対価として，これと引き換えに，企業に追加的にサービスが提供され，企業に帰属することとなった 

サービスを消費したことを根拠に費用認識する。 

⑶ ➍      

 権利不行使により失効した場合，過去における費用の認識自体は否定されない。結果として会社は株式を時価未満で引き渡す義務を免れることに 

なり，結果が確定した時点で振り返れば、無償でサービスを消費したと考えられる。よって，当該失効に対応する新株予約権を消滅させ，利益として 

処理する。 

 

 問２ 

⑴ 各➋    

１ 
 株式交付費は，株主との資本取引に伴って発生するものであるが，その対価は株主に支払われるものではないと考えられるためである。 

 

 

２ 
 株式交付費は，社債発行費と同様，資金調達を行うために要する支出額であり，財務費用としての性格が強いと考えられるためである。 

 

 

３ 
 株式交付費は，資金調達に要する費用を会社の業績に反映させることが投資家に有用な情報を提供することになると考えられるためである。 

 

 

⑵ ➏      

 開業費は，原則として，支出時に費用として処理する。この費用は，原則として，通常の営業活動ではないため営業外費用として処理するが，営業 

活動と密接であることや実務の便宜を考慮して，販売費及び一般管理費として処理することができる。 

 また，開業準備活動のための支出の効果は開業後の期間にも及ぶと期待されるため，繰延資産に計上することができ，開業のときから 5 年以内の 

その効果が及ぶ期間にわたって定額法により償却する。 
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第 75回税理士試験 財務諸表論 

第三問解答 

 子丑寅株式会社（第77期）の貸借対照表及び損益計算書 

 貸 借 対 照 表  

 X8年 ３ 月31日現在 (単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

Ⅰ 流 動 資 産 ( 1,755,368 ) Ⅰ 流 動 負 債 ( 1,884,502 ) 

 現 金 及 び 預 金  ( ➊  1,104,116 ) 〔 電 子 記 録 債 務 〕 ( ➊   199,625 ) 

〔 電 子 記 録 債 権 〕 ( ➊   241,500 )  買 掛 金  ( 234,390 ) 

 売 掛 金  ( 366,350 )  短 期 借 入 金  ( 1,096,000 ) 

 商 品  ( ➊    27,114 ) 〔 １年内返済予定長期借入金 〕 ( ➊   144,000 ) 

 貯 蔵 品  ( ➊    1,113 )  未 払 金  ( ➊    57,700 ) 

〔 未収還付法人税等 〕 ( ➊    4,000 )  未 払 費 用  ( ➊    40,880 ) 

〔 未収還付消費税等 〕 ( 15,500 )  預 り 金  ( 15,907 ) 

 未 収 収 益  ( 3,725 ) 〔 賞 与 引 当 金 〕 ( ➊    96,000 ) 

 貸 倒 引 当 金  ( △ 8,050 )       

Ⅱ 固 定 資 産 ( 3,587,481 )       

有 形 固 定 資 産 ( 2,384,119 ) Ⅱ 固 定 負 債 ( 1,118,552 ) 

 建 物  ( ➊  1,352,960 )  長 期 借 入 金  ( 960,000 ) 

 構 築 物  ( 46,842 )  退 職 給 付 引 当 金  ( ➊   126,552 ) 

 車 両 運 搬 具  ( 10,409 ) 〔 資 産 除 去 債 務 〕 ( ➊    32,000 ) 

 工 具 器 具 備 品  ( ➊    21,612 ) 負 債 合 計 ( 3,003,054 ) 

 土 地  ( 952,296 ) 純 資 産 の 部 

      Ⅰ 株 主 資 本  ( 2,331,795 ) 

無 形 固 定 資 産  ( 45,962 )  資 本 金  ( 500,000 ) 

 ソ フ ト ウ ェ ア  ( ➊    23,750 )  資 本 剰 余 金  ( 75,000 ) 

〔 ソフトウェア仮勘定 〕 ( ➊    22,212 )   資 本 準 備 金  ( 75,000 ) 

       利 益 剰 余 金  ( 1,778,245 ) 

投資その他の資産  ( 1,157,400 )   利 益 準 備 金  ( ➊    50,000 ) 

〔 投 資 有 価 証 券 〕 ( 32,600 )   その他利益剰余金  ( 1,728,245 ) 

〔 関 係 会 社 株 式 〕 ( ➊    9,600 )   別 途 積 立 金  ( ➊   404,000 ) 

〔 破 産 更 生 債 権 等 〕 ( ➊    5,400 )   繰越利益剰余金  ( ➊  1,324,245 ) 

〔 差 入 保 証 金 〕 ( ➊   667,600 )  自 己 株 式  ( ➊   △ 21,450 ) 

 長 期 性 預 金  ( ➊   360,000 ) Ⅱ 評 価・換算 差額等   ( 3,500 ) 

 繰 延 税 金 資 産  ( ➊    86,400 )  〔 その他有価証券評価差額金 〕 ( ➊    3,500 ) 

 貸 倒 引 当 金  ( ➊   △ 4,200 ) Ⅲ〔 新 株 予 約 権 〕 ( ➊    4,500 ) 

      純 資 産 合 計 ( 2,339,795 ) 

資 産 合 計 ( 5,342,849 ) 負 債 及 び 純 資 産 合 計 ( 5,342,849 ) 
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 損 益 計 算 書  

 
自 Ｘ7年 ４ 月 1 日 

至 Ｘ8年 ３ 月31日 （単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高     ( ➊  8,186,224 ) 

売 上 原 価     ( ➊  5,623,507 ) 

 売 上 総 利 益     ( 2,562,717 ) 

販売費及び一般管理費     ( 1,992,375 ) 

 営 業 利 益     ( 570,342 ) 

営 業 外 収 益        

 受 取 利 息 及 び 配 当 金  ( ➊ 0000011,225 )    

 雑 収 入  ( ➊ 00000000388 ) ( 11,613 ） 

営 業 外 費 用        

 支 払 利 息  ( ➊ 0000031,128 )    

〔 支 払 手 数 料 〕 ( ➊ 00000000010 )    

 雑 損 失  ( 574 ） ( 31,712 ） 

 経 常 利 益     ( 550,243 ) 

特 別 利 益        

〔 固 定 資 産 売 却 益 〕 ( 1,254 ) ( 1,254 ) 

特 別 損 失        

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  （ 3,150 ）    

〔 投 資 有 価 証 券 評 価 損 〕 （ ➊ 0000028,800 ）    

〔 関 係 会 社 株 式 評 価 損 〕 （ 10,400 ）    

〔 減 損 損 失 〕 （ ➊ 0000003,000 ）    

〔 固 定 資 産 除 却 損 〕 （ ➊ 0000010,200 ） ( 55,550 ） 

 税 引 前 当 期 純 利 益     ( 495,947 ) 

〔 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 〕 ( ➊ 0000172,000 )    

〔 法 人 税 等 調 整 額 〕 ( ➊ 000△ 12,900 ) ( 159,100 ) 

 当 期 純 利 益     ( 336,847 ) 
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販売費及び一般管理費の明細  

科   目  金    額   科   目  金    額  

役 員 報 酬   160,000   賃 借 料   141,746  

給 料 手 当   1,035,478   修 繕 費   52,600  

賞 与  ( ➊    85,000 ）   租 税 公 課  ( ➊    64,362 ）  

退 職 金  ( 2,700 ）   減 価 償 却 費  ( ➊   136,931 ）  

退 職 給 付 費 用  ( ➊    9,352 ）   利 息 費 用  ( 1,000 ）  

法 定 福 利 費   176,862   差入保証金償却 ( 2,400 ）  

賞与引当金繰入額 ( 96,000 ）   貸倒引当金繰入額 ( ➊    2,350 ）  

株 式 報 酬 費 用  ( 4,500 ）   その他の営業費用 ( ➊    11,320 ）  

交 際 費  ( ➊    9,774 ）   合 計  ( 1,992,375 ）  

 

子丑寅株式会社（第 77 期）の個別注記表（一部抜粋）  

 税効果会計に関する注記  

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

繰延税金資産     

 貸倒引当金  （  3,675 ）千円  

商品評価損  （  ➊    180 ）千円  

差入保証金  （  720 ）千円  

資産除去債務  （  9,600 ）千円  

減損損失  （  900 ）千円  

投資有価証券評価損  （  8,640 ）千円  

関係会社株式評価損  （  ➊   3,120 ）千円  

賞与引当金  （  28,800 ）千円  

退職給付引当金  （  37,965 ）千円  

繰延税金資産合計  （  93,600 ）千円  

    

繰延税金負債     

資産除去債務に対応する除去費用  （  ➊  △ 5,400 ）千円  

未収還付事業税  （  ➊  △ 10300 ）千円  

その他有価証券評価差額金  （  △ 1,500 ）千円  

繰延税金負債合計  （  7,200 ）千円  

繰延税金資産の純額  （  86,400 ）千円  
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第 76回税理士試験 財務諸表論 

解  説 
〔第一問〕 

 問１ 討議資料「財務会計の概念フレームワーク」（以下「討議資料」）における「会計情報の質的特性」の「内的整合性」の理解を問う問題である。 

  ⑴ 空欄補充 

   ◆討議資料 第２章 ９，17項 

９ 会計情報が利用者の意思決定にとって有用であるためには，会計情報を生み出す  a 会計基準   が内定整合性を満たしていなければならな

い。…（後略） 

17 個別の  a 会計基準   は，それぞれが基本的な考え方と整合的であることにより，全体としての体系性が与えられている。ここでいう基本

的な考え方とは，  a 会計基準   ，会計実務，会計研究などについての歴史的経験と集積された知識の総体である。その核心をなすのは会計

理論であるが，その妥当性は経験によって裏打ちされるものであり，知識と経験が結合されたものが，内的整合性の参照枠となる。…（後略） 

  ⑵ 空欄補充 

   ◆討議資料 第２章 10，16項 

10 （前略）…この内的整合性は，会計情報の意思決定との  b 関連性   や  c 信頼性   について，間接的，補完的に推定する役割をもって

いる。…（後略） 

16 （前略）…内定整合性と  d 比較可能性   の２つの特性は，会計情報が有用であるために必要とされる最低限の基礎的な条件である。 

  ⑶ 正誤判定 

    1 会計方針をみだりに変更してはならないとする継続性の原則を満たすことは，内的整合性を満たすための十分条件である。 ⇒ 誤り 

◆討議資料 第２章 19項 

（前略）…内的整合性は，いわゆる首尾一貫性とは異なっている。後者は特定の会計手続が毎期継続的に（中間報告と決算報告とで同一の手続

が）適用されることを要請するものであるのに対し，全社は現行基準の体系と矛盾しない個別基準を採用するよう要請するものである。 

    2 概念フレームワークに準拠した会計基準を設定することは，内的整合性を満たすための十分条件である。⇒ 誤り 

◆討議資料 第２章 17項 

（前略）…会計基準設定にとって重要な部分は，この概念フレームワークに記述されている。しかし，経験の集積の中には記述できないものも

あり，この概念フレームワークにおいて基本的な考え方の全貌が示されているわけではない。それゆえ，ここで書かれている概念フレームワーク

に準拠して会計基準を設定することは，内的整合性を満たすうえでの必要条件であっても，十分条件ではない。 

    3 内的整合性が第10項で述べられているような役割を果たすのは，既存の会計基準の体系が有用な情報を生みだしているという合意がある場合であ

る。 ⇒ 正しい 

◆討議資料 第２章 18項 

内的整合性が最も有効に機能するのは，既存の会計基準の体系が有用な会計情報を生み出しているという合意がある状況である。その合意が崩

れ，有用な会計情報を作成するために従来とは異なる体系を必要とすると考えられる状況では，概念フレームワークそれ自体を改訂しなければな

らないであろう。…（後略） 

    4 内的整合性は明文化された基礎概念や基準のみとの整合性を要求している。⇒ 誤り 

◆討議資料 第２章 18項 

（前略）…新たな会計基準の体系が固まれば，その体系の下で，内的整合性は機能を発揮する。いたずらに既存の会計基準に執着すると，改革

を拒む保守的な姿勢に陥りかねないから，会計情報の有用性を支える基本的な考え方に立ち返ってその継続と変化を注視しなければならない。内

的整合性は，慣行の維持，継続を目的とするものではない。 
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 問２ 「固定資産の減損に係る会計基準」（以下「減損基準」）における「認識および測定」の理解を問う問題である。 

  ⑴ 空欄補充 

   ◆減損基準 二 5 

 使用価値の算定に際して用いられる割引率は，貨幣の  a 時間価値   を反映した税引前の利率とする。 

  ⑵ 割引前将来キャッシュ・フローについて 

   ◆「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」 四 ２ ⑵ ① 

 減損損失の測定は，将来キャッシュ・フローの見積りに大きく依存する。将来キャッシュ・フローが約定されている場合の金融資産と異なり，

成果の不確定な事業用資産の減損は，測定が主観的にならざるを得ない。その点を考慮すると，減損の存在が相当程度に確実な場合に限って減損

損失を認識することが適当である。 

 本基準では，減損の兆候がある資産又は資産グループについて，これらが生み出す割引前の将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額

を下回るときには，減損の存在が相当程度に確実であるとし，そのような場合には減損損失を認識することを求めている。この減損損失を認識す

るかどうかの判定は，減価償却の見直しに先立って行う。 

  ⑶ 使用価値の見積りの額と利益の関係について 

   ◇ 前提条件 

 ① 当期末に減損損失の認識及び測定 

 ② 帳簿価額 100 

 ③ 使用価値（回収可能価額） 

      適切に見積もった場合 60（ケースＡ） 

   過小に見積もった場合 30（ケースＢ） 

 ④ 処分価値 0 

   ◆各期の費用額 

                            当  期            翌  期                    処分 

 

 

  

 

 

 

 

 上記のように，使用価値を過小に見積もった場合，適切に見積もった場合と比べて，①当期の利益は，減損損失の金額が過大となり，利益の額

は小さくなるが，②翌期以降の利益については，帳簿価額が過小となっているため，各期の減価償却費の金額が過小となり，利益の額は大きくな

る。また，③資産の処分時までの利益の累計額については，減損処理が将来に損失を繰り延べないために行う会計処理であるため，支出額をどの

会計期間で費用計上するかの違いはあるが，減損の認識から処分までの費用の累計額の総額は同額であり，利益の累計額も同額となる。よって，

利益に対する影響はないといえる。 

  

    
    
    

ケースＡ 
減 損 損 失 40   

減価償却費 － 30 30 

ケースＢ 
減 損 損 失 70   

減価償却費 － 15 15 
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〔第二問〕 

 問１ 「ストック・オプション等に関する会計基準」（以下「ストック・オプション基準」）における「認識」の理解を問う問題である。 

  ⑴ 空欄補充 

   ◆ストック・オプション基準 ４，５項 

４ ストック・オプションを付与し，これに応じて企業が従業員等から取得するサービスは，その取得に応じて費用として計上し，対応する金額

を，ストック・オプションの権利の行使又は失効が確定するまでの間，貸借対照表の純資産の部に  a 新株予約権   として計上する。 

５ 各会計期間における費用計上額は，ストック・オプションの  b 公正な評価額   のうち，  c 対象勤務期間   を基礎とする方法その他の

合理的な方法に基づき当期に発生したと認められる額である。…（後略） 

  ⑵ 費用処理の根拠について 

   ◆ストック・オプション基準 35項 

35 費用認識に根拠があるとする指摘は，従業員等に付与されたストック・オプションを対価として，これと引換えに，企業に追加的にサービス

が提供され，企業に帰属することとなったサービスを消費したことに費用認識の根拠があると考えるものである。 

  企業に帰属し，貸借対照表に計上されている財貨を消費した場合に費用認識が必要である以上，企業に帰属しているサービスを消費した場合

にも費用を認識するのが整合的である。企業に帰属したサービスを貸借対照表に計上しないのは，単にサービスの性質上，貯蔵性がなく取得と

同時に消費されてしまうからに過ぎず，その消費は財貨の消費と本質的に何ら異なるところはないからである。 

  ⑶ 失効した際の会計処理について 

   ◆ストック・オプション基準 46項 

46 取引が完結し，付与されたストック・オプションの権利が確定した後に，株価の低迷等の事情により権利が行使されないままストック・オプ

ションが失効した場合でも，これと引換えに提供されたサービスが既に消費されている以上，過去における費用の認識自体は否定されない。し

かし，ストック・オプションは自社の株式をあらかじめ決められた価格で引き渡す可能性であるにすぎないから，それが行使されないまま失効

すれば，結果として会社は株式を時価未満で引き渡す義務を免れることになる。結果が確定した時点で振り返れば，会社は無償で提供されたサ

ービスを消費したと考えることができる。このように，新株予約権が行使されずに消滅した結果，新株予約権を付与したことに伴う純資産の増

加が，株主との直接的な取引によらないこととなった場合には，それを利益に計上した上で株主資本に算入する（なお，非支配株主に帰属する

部分は，非支配株主に帰属する当期純利益に計上することになる。）。 

 

 問２ 「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（以下「繰延資産基準」）における「費用認識」の理解を問う問題である。 

  ⑴ 株式交付費の費用処理の根拠について 

   ◆繰延資産基準 ３ ⑴ 

（前略）…現行の国際的な会計基準では，株式交付費は，資本取引に付随する費用として，資本から直接控除することとされている。当委員会に

おいては，国際的な会計基準との整合性の観点から，当該方法についても検討した。しかしながら，以下の理由により，当面，これまでの会計

処理を踏襲し，株式交付費は費用として処理（繰延資産に計上し償却する処理を含む。）することとした。 

  ① 株式交付費は株主との資本取引に伴って発生するものであるが，その対価は株主に支払われるものではないこと 

  ② 株式交付費は社債発行費と同様，資金調達を行うために要する支出額であり，財務費用としての性格が強いと考えられること 

  ③ 資金調達の方法は会社の意思決定によるものであり，その結果として発生する費用もこれに依存することになる。したがって，資金調達

に要する費用を会社の業績に反映させることが投資家に有用な情報を提供することになると考えられること 
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  ⑵ 開業費の会計処理方法について 

 開業費は，原則として，支出時に費用（営業外費用）として処理する。ただし，開業費を繰延資産に計上することができる。この場合には，開

業のときから5年以内のその効果の及ぶ期間にわたって，定額法により償却をしなければならない。なお，「開業のとき」には，その営業の一部

を開業したときも含むものとする。また，開業費を販売費及び一般管理費として処理することができる。…（中略）… 

（会計処理の考え方） 

 本実務対応報告では，開業費を支出時に費用として処理しない場合には，これまでと同様，繰延資産に計上することとした。開業準備活動は通

常の営業活動ではないため，開業準備のために要した費用は原則として，営業外費用として処理することとした。ただし，当該費用は，営業活動

と密接であること及び実務の便宜を考慮して，販売費及び一般管理費（支出時に費用として処理する場合のほか，繰延資産に計上した場合の償却

額を含む。）として処理することができることとした。 

 また，開業費の範囲については，開業までに支出した一切の費用を含むものとする考え方もあるが，開業準備のために直接支出したとは認めら

れない費用については，その効果が将来にわたって発現することが明確ではないものが含まれている可能性がある。このため，開業費は，開業準

備のために直接支出したものに限ることが適当である。 
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〔第三問〕 

１．現金及び預金に関する事項 

(1) 金庫の整理 

 ① 仮払金の整理 

（借） 交 際 費 120千円 （貸） 仮 払 金 200千円 

（〃） 現 金 80      

※仮払金200千円から120千円を支払い、残額80千円が金庫内にあるため、精算の仕訳を行う。 

② 収入印紙：【資料３】５(2)で未使用高を貯蔵品に振替える処理を行うため、ここでは処理しない。 

③ 現金過不足 

（借） 現 金 10千円 （貸） 雑 収 入 10千円 

・帳簿残高：2,280千円（前T/B）＋80千円（交際費精算）＝2,360千円 

・実際有高：300千円（本社貨幣）＋2,070千円（営業所貨幣）＝2,370千円 

・現金過不足：2,370千円（実際有高）－2,360千円（帳簿残高）＝10千円（現金過剰・雑収入） 

 

(2) 当座預金の修正 

① 時間外預入：処理不要（銀行側の未記帳であり、当社の帳簿は修正しない）。 

② 売掛金の回収 

（借） 当 座 預 金 264千円 （貸） 売 掛 金 264千円 

③ 電子記録債務の決済 

（借） 電 子 記 録 債 務 375千円 （貸） 当 座 預 金 375千円 

  ④ 銀行勘定残高との一致確認 

・修正後当座預金残高：770,929千円（前T/B）＋264千円（上記②）－375千円（上記③）＝770,818千円 

・修正後銀行勘定残高：770,617千円（銀行残高証明書）＋201千円（時間外預入）＝770,818千円（一致） 

 

(3) 定期預金 

① 未収利息の計上 

（借） 未 収 収 益 3,725千円 （貸） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,725千円 

・Ａ銀行：150,000千円×１％×１／12（３月分）＝125千円 

・Ｂ銀行：360,000千円×２％×６／12（10～３月分）＝3,600千円 

  ② 科目の組替 

Ｂ銀行定期預金は、満期日までの期間が１年を超えるため、「長期性預金（投資その他の資産）」へ組替える。 

（借） 長 期 性 預 金 360,000千円 （貸） 定 期 預 金 360,000千円 

 

 解答の金額  
  
◇現金及び預金：2,370千円（現金）＋770,818千円（当座預金）＋180,928千円（普通預金）＋150,000千円（Ａ銀行定期預金）＝1,104,116千円 

◇未収収益：3,725千円 

◇長期性預金：360,000千円（Ｂ銀行定期預金） 

◇電子記録債務：200,000千円（前T/B）－375千円（決済）＝199,625千円 

◇交際費：9,654千円（前T/B内訳）＋120千円（未精算分）＝9,774千円 

◇受取利息及び配当金：7,500千円（前T/B）＋3,725千円（未収利息）＝11,225千円 

◇雑収入：378千円（前T/B）＋10千円（現金過不足）＝388千円 
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２．電子記録債権及び売掛金に関する事項 

(1) 売上重複計上の取消 

   X8年１月末に既に売上計上されているが、X8年３月10日に「(借)現金7,200千円 (貸)売上7,200千円」と、再度 売上計上したため、これを取り消

すと同時に、本来減るはずだった売掛金を減少させる。 

（借） 売 上 7,200千円 （貸） 売 掛 金 7,200千円 

(2) 電子記録債権への振替未処理 

（借） 電 子 記 録 債 権 1,500千円 （貸） 売 掛 金 1,500千円 

(3) 破産更生債権等への振替（丙社） 

（借） 破 産 更 生 債 権 等 5,400千円 （貸） 売 掛 金 5,400千円 

(4) 貸倒懸念債権（丁社）：簿価7,850千円についての振替処理は不要だが、貸倒引当金の算定時に区分して計算する。 

 

 解答の金額  
  
◇売掛金：380,714千円（前T/B）－264千円（回収）－7,200千円（売上重複）－1,500千円（電債振替）－5,400千円（破産債権振替）＝366,350千円 

◇電子記録債権：240,000千円（前T/B）＋1,500千円（振替）＝241,500千円 

◇破産更生債権等：5,400千円 

◇売上：8,193,424千円（前T/B）－7,200千円（売上重複）＝8,186,224千円 

 

 

３．貸倒引当金に関する事項 

(1) 破産更生債権等（丙社） 

（借） 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,150千円 （貸） 貸 倒 引 当 金 3,150千円 

 ※特別損失     

・設定額：5,400千円（債権額）－1,200千円（担保）＝4,200千円 

・補充額：4,200千円－1,050千円（前期末残高）＝3,150千円 

(2) 貸倒懸念債権（丁社） 

（借） 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,050千円 （貸） 貸 倒 引 当 金 2,050千円 

 ※販売費及び一般管理費     

・｛ 7,850千円（債権額）－3,750千円（担保）｝×50％＝2,050千円 

(3) 一般債権 

（借） 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 300千円 （貸） 貸 倒 引 当 金 300千円 

 ※販売費及び一般管理費     

・一般債権：241,500千円（電子記録債権）＋366,350千円（前T/B売掛金）－7,850千円（丁社）＝600,000千円 

・設定額：600,000千円×１％＝6,000千円 

・補充額：6,000千円－｛ 6,750千円（前T/B貸倒引当金）－1,050千円（丙社分）｝＝300千円 

 

 解答の金額  
  
◇貸倒引当金（流動）：6,000千円（一般債権）＋2,050千円（丁社）＝8,050千円 

◇貸倒引当金（固定）：4,200千円（破産等） 

◇貸倒引当金繰入額（販売費及び一般管理費）：2,350千円 

◇貸倒引当金繰入額（特別損失）：3,150千円 

 

 

４．有価証券に関する事項 

(1) 科目の組替：Ｃ、Ｄ、Ｅ社株式はその他有価証券、Ｆ社株式は子会社株式に該当する。 

（借） 投 資 有 価 証 券 56,400千円 （貸） 有 価 証 券 97,400千円 

（〃） 関 係 会 社 株 式 20,000      

（〃） 自 己 株 式 21,000      
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(2) その他有価証券の時価評価／減損処理 

① Ｃ社株式：25株×260,000円（期末時価）－1,500千円（取得原価）＝5,000千円（評価益） 

（借） 投 資 有 価 証 券 5,000千円 （貸） その他有価証券評価差額金 3,500千円 

   （〃） 繰 延 税 金 負 債 1,500   

 ・税効果：5,000千円（正味評価益）×30％（実効税率）＝1,500千円 

② Ｄ社株式：400株×45,000円（期末時価）－37,400千円（取得原価）＝△19,400千円（評価損） ※時価が50％以上下落しているため、減損処理 

（借） 投 資 有 価 証 券 評 価 損 19,400千円 （貸） 投 資 有 価 証 券 19,400千円 

③ Ｅ社株式：30株×270,000円（実質価額）－17,500千円（取得原価）＝△9,400千円（評価損） ※実質価額が50％以上下落しているため、減損処理 

（借） 投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,400千円 （貸） 投 資 有 価 証 券 9,400千円 

(3) 子会社株式の減損処理 

  Ｆ社株式：200株×48,000円（実質価額）－20,000千円（取得原価）＝△10,400千円（評価損） ※実質価額が50％以上下落しているため、減損処理 

（借） 関 係 会 社 株 式 評 価 損 10,400千円 （貸） 関 係 会 社 株 式 10,400千円 

(4) 自己株式の追加取得・手数料 

（借） 自 己 株 式 450千円 （貸） 仮 払 金 460千円 

（〃） 支 払 手 数 料 10      

 

 解答の金額  
  
◇投資有価証券：6,500千円（Ｃ社時価）＋18,000千円（Ｄ社減損後）＋8,100千円（Ｅ社減損後）＝32,600千円 

◇関係会社株式：9,600千円（Ｆ社減損後） 

◇自己株式：21,000千円（前T/B）＋450千円（追加）＝21,450千円（純資産の部から控除） 

◇その他有価証券評価差額金：3,500千円 

◇支払手数料：10千円 

◇投資有価証券評価損：19,400千円（Ｄ社）＋9,400千円（Ｅ社）＝28,800千円 

◇関係会社株式評価損：10,400千円（Ｆ社） 

 

 

５．棚卸資産に関する事項 

(1) 売上原価の算定 

（借） 売 上 原 価 25,250千円 （貸） 繰 越 商 品 25,250千円 

（借） 売 上 原 価   5,625,371   （貸） 仕 入   5,625,371   

（借） 繰 越 商 品 27,826   （貸） 売 上 原 価 27,826   

(2) 棚卸減耗損・商品評価損 

（借） 棚 卸 減 耗 損 112千円 （貸） 繰 越 商 品 712千円 

（〃） 商 品 評 価 損 600      

・棚卸減耗損：27,826千円（帳簿棚卸高）－27,714千円（実地棚卸高）＝112千円 

・商品評価損：6,540千円（実地棚卸額）－｛ 5,980千円（見積売価）－40千円（見積経費）｝＝600千円 

（借） 売 上 原 価 712千円 （貸） 棚 卸 減 耗 損 112千円 

   （〃） 商 品 評 価 損 600   

(3) 貯蔵品の処理 

（借） そ の 他 の 営 業 費 用 900千円 （貸） 貯 蔵 品 987千円 

（〃） 租 税 公 課 87千円    

（借） 貯 蔵 品 1,113千円 （貸） そ の 他 の 営 業 費 用 1,023千円 

   （〃） 租 税 公 課 90千円 
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 解答の金額  
  
◇商品：27,714千円（帳簿棚卸高）－600千円（商品評価損）＝27,114千円 

◇貯蔵品：1,113千円（期末実地棚卸高） 

◇売上原価：5,625,371千円（前T/B仕入）＋25,250千円（期首棚卸高）－27,114千円（期末実地棚卸高）＝5,623,507千円 

 

 

６．有形固定資産に関する事項 

(1) 令和営業所の建設仮勘定精算 

（借） 建 物 108,000千円 （貸） 建 設 仮 勘 定 108,000千円 

（借） 工 具 器 具 備 品 21,000   （貸） 建 設 仮 勘 定 21,000   

(2) 賃借建物の原状回復費用（敷金償却） 

（借） 差 入 保 証 金 償 却 2,400千円 （貸） 差 入 保 証 金 2,400千円 

・48,000千円÷15年×９／12（７～３月分）＝2,400千円 

(3) 平成営業所閉鎖（資産除去債務の履行等） 

  ① 利息費用の修正 

    利息費用勘定には当期１年分の利息費用480千円を計上済みであるが、実際にはX7年10月末までに閉鎖しているため、当期に属する利息費用は７

か月分（４～10月分）の280千円でよいため、差額の200千円を修正する。 

（借） 資 産 除 去 債 務 200千円 （貸） 利 息 費 用 200千円 

 ② 資産除去債務の履行 

（借） 資 産 除 去 債 務 24,800千円 （貸） 固 定 資 産 除 却 損 24,800千円 

(4) 昭和営業所の減損処理 

（借） 減 損 損 失 3,000千円 （貸） 建 物 2,625千円 

   （〃） 工 具 器 具 備 品 375   

・減損損失：24,000千円（帳簿価額）－21,000千円（回収可能価額：正味売却価額）＝3,000千円 

・配分額 建物：3,000千円（減損損失）×（ 21,000千円／24,000千円 ）＝2,625千円 

備品：3,000千円（減損損失）×（  3,000千円／24,000千円 ）＝ 375千円 

(5) 令和営業所の減価償却費 

（借） 減 価 償 却 費 4,731千円 （貸） 建 物 減 価 償 却 累 計 額 2,400千円 

   （〃） 工具器具備品減価償却累計額 2,331   

・建物（定額法）：108,000千円÷15年×４／12（12月～３月分）＝2,400千円 

・工具器具備品（定率法）：21,000千円×0.333×４／12（12月～３月分）＝2,331千円 

 

 解答の金額  
  
◇建物：1,700,000千円（前T/B建物）＋108,000千円（振替）－2,625千円（減損） 

－450,015千円（前T/B建物減価償却累計額）－2,400千円（令和建物償却分）＝1,352,960千円 

◇工具器具備品：13,275千円（前T/B）＋21,000千円（振替）－375千円（減損） 

－9,957千円（前T/B工具器具備品減価償却累計額）－2,331千円（令和工具器具備品償却分）＝21,612千円 

◇構築物：927,000千円（前T/B）－880,158千円（前T/B構築物減価償却累計額）＝46,842千円 

◇車両運搬具：18,750千円（前T/B）－8,341千円（前T/B車両運搬具減価償却累計額）＝10,409千円 

◇差入保証金：670,000千円（前T/B）－2,400千円（償却）＝667,600千円 

◇資産除去債務：57,000千円（前T/B）－25,000千円（平成履行）＝32,000千円 

◇利息費用：1,200千円（前T/B内訳）－200千円（取消）＝1,000千円 

◇差入保証金償却：2,400千円 

◇固定資産除却損：35,000千円（前T/B）－24,800千円（除去債務振替）＝10,200千円 

◇減損損失：3,000千円 

  



（無断複写・転載を禁ず） 

(14) 

７．ソフトウェアに関する事項 

(1) 移行費等及び研修費の振替 

データコンバート費用4,700千円及びトレーニング費用6,000千円は取得原価を構成しないため、当期の費用へ振替。 

（借） そ の 他 の 営 業 費 用 10,700千円 （貸） ソ フ ト ウ ェ ア 10,700千円 

(2) ソフトウェアの償却 

（借） 減 価 償 却 費 9,650千円 （貸） ソ フ ト ウ ェ ア 9,650千円 

・旧顧客管理システム：残存簿価8,400千円を全額償却 

・新顧客管理システム：｛ 35,700千円－4,700千円（移行費等）－6,000千円（研修費）｝÷５年×３／12＝1,250千円 

(3) 固定資産管理システムの振替 

固定資産管理システムは、未完成であるため、ソフトウェア仮勘定へ振替える。 

（借） ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 22,212千円 （貸） ソ フ ト ウ ェ ア 22,212千円 

 

 解答の金額  
  
◇減価償却費：122,550千円（前T/B内訳）＋2,400千円（令和建物）＋2,331千円（令和工具器具備品）＋9,650千円（ソフトウェア） 

＝136,931千円 

◇その他の営業費用：743千円（前T/B内訳）－123千円（販売促進費の調整）＋10,700千円（ソフトウェア関連費用）＝11,320千円 

◇ソフトウェア：66,312千円（前T/B）－10,700（ソフトウェア関連費用）－9,650千円（償却）－22,212（仮勘定）＝23,750千円 

◇ソフトウェア仮勘定：22,212千円（固定資産管理システム） 

 

 

８．借入金に関する事項 

(1) 科目の組替 

 ① 144,000千円分の借入金 

借入金残高のうち144,000千円は、翌期首より１年以内に返済されるため、「１年内返済予定長期借入金」に組替える。 

（借） 借 入 金 144,000千円 （貸） １年内返済予定長期借入金 144,000千円 

② 960,000千円分の借入金 

借入金残高のうち960,000千円（X9年一括返済）は翌期首より１年を超えるため、「長期借入金」へ組替える。 

（借） 借 入 金 960,000千円 （貸） 長 期 借 入 金 960,000千円 

③ その他の借入金 

2,200,000千円（前T/B）－144,000千円（１年内返済予定長期借入金）－960,000千円（長期借入金）＝1,096,000千円の借入金残高は、全額を短期

借入金に組替える。 

（借） 借 入 金 1,096,000千円 （貸） 短 期 借 入 金 1,096,000千円 

(2) 利息の見越し 

（借） 支 払 利 息 17,280千円 （貸） 未 払 費 用 17,280千円 

・見越額：960,000千円（１年内返済予定長期借入金）×2.4％×９／12（７～３月）＝17,280千円 

 

 解答の金額  
  
◇１年内返済予定長期借入金：144,000千円 

◇長期借入金：960,000千円 

◇短期借入金：2,200,000千円（前T/B）－144,000千円（１年内返済予定長期借入金）－960,000千円（長期借入金）＝1,096,000千円 

◇未払費用：23,600千円（前T/B）＋17,280千円（未払利息）＝40,880千円 

◇支払利息：13,848千円（前T/B）＋17,280千円（未払利息）＝31,128千円 

 

  



（無断複写・転載を禁ず） 

(15) 

９．従業員賞与に関する事項 

(1) 前期末残高の充当 

（借） 賞 与 引 当 金 80,000千円 （貸） 賞 与 80,000千円 

(2) 当期末の繰入 

（借） 賞 与 引 当 金 繰 入 額 96,000千円 （貸） 賞 与 引 当 金 96,000千円 

・繰入額：144,000千円（見込額）×４／６（12～３月分）＝96,000千円 

 

 解答の金額  
  
◇賞与引当金：96,000千円 

◇賞与：165,000千円（前T/B）－80,000千円＝85,000千円 

◇賞与引当金繰入：96,000千円 

 

 

10．退職給付に関する事項 

(1) 退職一時金の支給 

（借） 退 職 給 付 引 当 金 800千円 （貸） 退 職 金 800千円 

(2) 年金制度への掛金拠出 

（借） 退 職 給 付 引 当 金 12,000千円 （貸） 仮 払 金 12,000千円 

(3) 退職給付費用の計上 

（借） 退 職 給 付 費 用 9,352千円 （貸） 退 職 給 付 引 当 金 9,352千円 

 ・退職給付費用の計算過程 

 一時金制度分 年金制度分 

利 息 費 用 100,000千円（前期末債務）×2％（割引率）＝2,000千円 152,000千円（前期末債務）×2％（割引率）＝3,040千円 

勤 務 費 用 3,500千円 4,000千円 

期待運用収益  120,000千円（前期末資産）×3％（収益率）＝△3,600千円 

差異償却額 2,000千円（前期・借方差異）×0.206＝412千円 

 ※ 当期に発生した数理計算上の差異は、翌期から償却するため、金額を計算する必要はない。 

 

 解答の金額  
  
◇退職給付引当金：130,000千円（前T/B）－800千円（一時金支給額）－12,000千円（年金掛金）＋9,352千円（繰入額）＝126,552千円 

◇退職金：3,500千円（前T/B 内訳）－800千円＝2,700千円 

◇退職給付費用：9,352千円 

 

 

11．剰余金の処分に関する事項 

（借） 繰 越 利 益 剰 余 金 9,151千円 （貸） 仮 払 金 4,951千円 

   （〃） 利 益 準 備 金 200   

   （〃） 別 途 積 立 金 4,000   

・配当金の算定 

発行済株式総数10,000株から自己株式98株（X7年7月14日の追加取得２株は配当基準日後の取得であるため除外）を控除した9,902株に対

して、9,902株×500円＝4,951千円の配当が行われていたと推定する。 

・利益準備金の積立額の算定 

① 配当額の１／10：4,951千円÷10＝495.1千円 

② 資本金の１／４－（資本準備金＋利益準備金）：｛ 500,000千円÷４｝－｛ 75,000千円＋49,800千円｝＝200千円 

③ ①＞②のため、積立額は200千円となる。 

 

 解答の金額  
  
◇利益準備金：49,800千円（前T/B）＋200千円（積立）＝50,000千円 

◇別途積立金：400,000千円（前T/B）＋4,000千円（積立）＝404,000千円 



（無断複写・転載を禁ず） 

(16) 

12．株式報酬制度に関する事項 

（借） 株 式 報 酬 費 用 4,500千円 （貸） 新 株 予 約 権 4,500千円 

・ストック・オプションの公正な評価額総額：10名×10個×1株×120千円＝12,000千円 

・当期の費用計上額：12,000千円×９か月（当期対象期間：X7年７月〜X8年３月）／24か月（権利確定期間：X7年７月〜X9年６月）＝4,500千円 

 

 解答の金額  
  
◇新株予約権／株式報酬費用：4,500千円 

 

 

13．諸税金に関する事項 

(1) 法人税、住民税及び事業税 

（借） 法人税、住民税及び事業税 172,000千円 （貸） 法 人 税 等 203,000千円 

（〃） 租 税 公 課 27,000      

（〃） 未 収 還 付 法 人 税 等 4,000      

・法人税等の確定額 

所得割部分：148,000千円（法人税等）＋｛ 51,000千円（事業税）－27,000千円（事業税外形標準課税部分）｝＝172,000千円 

外形標準課税部分：事業税（付加価値割及び資本割）27,000千円は「租税公課」として処理する。 

・未収還付額の算定 

中間納付等合計203,000千円（前T/B 法人税等）－｛ 172,000千円（法人税等・所得割部分）＋27,000千円（事業税・外形標準課税部分）｝ 

＝4,000千円（還付） 

(2) 消費税等 

（借） 仮 受 消 費 税 等 819,880千円 （貸） 仮 払 消 費 税 等 703,745千円 

 租 税 公 課 365    仮 払 金 120,000   

 未 収 還 付 消 費 税 等 15,500    未 払 金 12,000   

・消費税等の差額処理 

仮受消費税等819,880千円－仮払消費税等703,745千円＝116,135千円 

確定年税額116,500千円と仮勘定116,135千円との差額365千円は、「租税公課」に計上する。 

・未収還付額の算定 

｛ 120,000千円（ 10回分・仮払金計上済）＋12,000千円（ 11回目・未払金）｝－確定年税額116,500千円＝15,500千円（還付） 

 

 解答の金額  
  
◇未収還付法人税等：4,000千円 

◇未収還付消費税等：15,500千円 

◇未払金：45,700千円（前T/B）＋12,000千円（消費税11回目納付予定額）＝57,700千円 

◇租税公課：37,000千円（前T/B内訳）－3千円（収入印紙）＋27,000千円（事業税・外形標準課税分）＋365千円（消費税差額）＝64,362千円 

◇法人税、住民税及び事業税：172,000千円 

 

 

14．税効果会計に関する事項 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定（法定実効税率30％） ※注記内容も下表を参考にする。 

① 繰延税金資産 ② 繰延税金負債 

・貸倒引当金：12,250千円（期末残高）×30％＝3,675千円 

・商品評価損：600千円×30％＝180千円 

・敷金償却額：2,400千円×30％＝720千円 

・資産除去債務：32,000千円×30％＝9,600千円 

・減損損失（昭和営業所）：3,000千円×30％＝900千円 

・投資有価証券評価損：28,800千円×30％＝8,640千円 

・関係会社株式評価損：10,400千円×30％＝3,120千円 

・賞与引当金：96,000千円×30％＝28,800千円 

・退職給付引当金：126,552千円×30％≒37,965千円 

・資産除去債務に対応する除去費用：18,000千円×30％＝5,400千円 

・未収還付事業税：1,000千円×30％＝300千円 

・その他有価証券評価差額金：5,000千円×30％＝1,500千円 

 

[繰延税金資産合計] 93,600千円 [繰延税金負債合計] 7,200千円 



（無断複写・転載を禁ず） 

(17) 

(2) 法人税等調整額の計上 

（借） 繰 延 税 金 資 産 12,900千円 （貸） 法 人 税 等 調 整 額 12,900千円 

・期末繰延税金資産（純額）：｛ 93,600千円（繰延税金資産）－5,700千円（繰延税金負債 ※その他有価証券評価差額金分を除く）＝87,900千円 

・期首繰延税金資産（純額）：84,600千円（前T/B繰延税金資産）－9,600千円（前T/B繰延税金負債）＝75,000千円 

・差額：87,900千円－75,000千円＝12,900千円 

 

 解答の金額  
  
◇繰延税金資産（純額）：93,600千円（繰延税金資産）－7,200千円（繰延税金負債）＝86,400千円 

◇法人税等調整額：△12,900千円（借方残高） 

 

 

15．当期純利益の計上 

（借） 損 益 336,847千円 （貸） 繰 越 利 益 剰 余 金 336,847千円 

 

 解答の金額  
  
◇繰越利益剰余金：996,549千円（前T/B）－9,151千円（配当等）＋336,847千円（当期純利益）＝1,324,245千円 

 

 



（無断複写・転載を禁ず） 

(18) 

第 76回税理士試験 財務諸表論 

講  評 
 

【第一問】 

［問１］「討議資料 財務会計の概念フレームワーク」 

    概念フレームワークの第２章「会計情報の質的特性」の「内的整合性」からの出題でした。選択肢が中心の問題でしたが，内的整合性をしっかりと学

習していないと自信をもって解答できない問題だった思います。空欄補充の選択問題ができることがボーダーラインだと考えます。 

［問２］「固定資産の減損に係る会計基準」 

    第 73 回にも固定資産の減損に係る会計基準は出題されていますので，この問でどこまで対応できたかが鍵となります。特に「空欄補充」と「割引前

将来キャッシュ・フローの総額を使用する理由」は，減損を学ぶ上で特に重要な論点であるため，正確に記述する必要があります。なお，⑶の使用価値

を過小評価した場合の利益に及ぼす影響は損益計算の基本を問う問題です。損益計算の原点に立ち返り，全体を見通して題意を把握できる力が要求され

ています。 

 

【第二問】 

［問１］「ストック・オプション等に関する会計基準」 

    久しぶりの出題となりましたが，問われている内容は基本論点ですので，キーワードをどれだけ正確に記述できたかがポイントになりますが，ストッ

ク・オプションの失効した際の会計処理は，「権利不確定による失効」ではなく「権利未行使による失効」について問われているところに留意が必要で

す。 

［問２］「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」 

    同取扱いからの出題は初めてとなりました。「株式交付費を資本の控除ではなく費用処理する理由」は主要な焦点です。３つの理由のうち２つは解答

できることが望ましいと考えます。また，「開業費の会計処理方法」については，解答量から原則のみならず例外処理も求められると推測します。さら

に，開業費は営業外費用ではなく，営業活動と密接であることを考慮して，販売費及び一般管理費として処理することができるところまで要求されてい

るのではないかと察します。 

 

【第三問】 

  会社法及び会社計算規則に基づく貸借対照表，損益計算書及び株主資本等変動計算書の作成に関する問題でした。今回の問題は，基本項目を確実に正解す

る能力ならびに，少々応用的な問題への対応（現場対応力）が問われており，期間の計算や状況の読み取りをミスなく行う能力が求められていました。ただ

し，比較的容易に解答できる箇所がほとんどであるため，高いレベルでの解答作成能力が必要です。集計が煩雑になる繰延税金資産などの項目は後回しにす

ると見極め，その他の項目をいかにスピーディーに，ケアレスミスを極力防ぎながら解答できたか否かがカギとなりました。 

 

【総評】 

 第一問と第二問の理論問題は，基本的な論点を正確に記述すること及び題意を把握する力が求められていました。重要なキーワードを漏れなく記述できると

いうことは，その論点の核をおさえているということです。何が論点になっているのか、そもそもなぜ論点になるのかという全体を俯瞰しながら理論学習する

ことをお勧めします。 

 第三問の計算問題は，基本項目のスピーディーな解答が求められていました。そのため，日頃の問題演習の際，解答スピードを意識し，財務諸表の金額をダ

イレクトに計算できる能力が求められます。単に仕訳を集計して，意味を理解できていない金額を解答するのではなく，財務諸表に記載される金額がどのよう

な意味を持つのかを意識しながら問題に取り組むことをお勧めします。 

 

 

〔合格ボーダー予想〕 

 第一問：13点 

 第二問：17点 

 第三問：35点 

 合 計：65点 
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